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～市民が愛着を抱き、誇りを感じるまちへ Niihama Prideの醸成～ 



    たな雇用を創り出し、地元産業を振興します 新 

    住地・観光地としての魅力を高め、 
定住人口・交流人口を拡大します    

基本 
目標 

居 

  っ子を増やすため、 
   結婚・出産・子育て支援を充実するとともに 

健康長寿社会を実現します 
浜 

  域を越えた連携を進め、 
地域特性を踏まえた時代に合った 

まちづくりを推進します 
市 
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30年度当初 29年度当初 増減額 増減率 

一般会計 487億8,493万6千円 496億7,835万3千円 △8億9,341万7千円 △1.8％ 

特別会計 341億    634万1千円 378億6,961万6千円 △37億6,327万5千円 △9.9％ 

企業会計 43億    210万8千円 46億9,717万6千円 △3億9,506万8千円 △8.4％ 

合 計 871億9,338万5千円 922億4,514万5千円 △50億5,176万     円 △5.5％ 

400 
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500 

H26 27 28 29 30 
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事業費 国 一般財源 

2,117万9千円 300万円 1,817万9千円 

事業費 国 市債 一般財源 

5,114万円 2,722万5千円 1,990万円 401万5千円 
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事業費 国 市債 一般財源 

1,900万円 1,045万円 760万円 95万円 

事業費 国 市債 一般財源 

9,740万円 3,129万5千円 2,300万円 4,310万5千円 

南
中
学
校 



事業費 国 市債 一般財源 

4億円 3,200万円 2,880万円 3億3,920万円 
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事業費 国 市債 一般財源 

5,100万円 2,550万円 2,290万円 260万円 
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事業費 市債 一般財源 

2,901万円 1,350万円 1,551万円 

事業費 県 その他 一般財源 

7,655万6千円 4,920万円 6千円 2,735万円 
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事業費 国 県 一般財源 

3,350万円 1,675万円 682万5千円 992万5千円 

事業費 国 一般財源 

1,582万5千円 791万2千円 791万3千円 



事業費 市債 一般財源 

2億8,794万7千円 2億8,780万円 14万7千円 

事業費 市債 一般財源 

4,400万円 3,960万円 440万円 

事業費 国 県 市債 一般財源 

9,900万円 3,300万円 2,200万円 3,960万円 440万円 

事業費 国 県 市債 一般財源 

4億8,648万円 1億1,912万円 7,941万3千円 2億8,780万円 14万7千円 
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事業費 市債 その他 一般財源 

7億4,350万円 7億260万円 2,280万円 1,810万円 

事業費 市債 その他 

2,181万円 2,180万円 1万円 

事業費 国 市債 その他 一般財源 

7億4,110万円 3億5,755万円 3億4,660万円 2,110万円 1,585万円 
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事業費 国 市債 一般財源 

7,140万円 3,640万円 3,150万円 350万円 
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事業費 市債 一般財源 

2,498万8千円 1,200万円 1,298万8千円 

事業費 その他 

750万円 750万円 



事業費 国 一般財源 

2,038万円 768万2千円 1,269万8千円 

事業費 一般財源 

384万5千円 384万5千円 
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事業費 国 一般財源 

608万円 229万円 379万円 



事業費 その他 

3,341万2千円 3,341万2千円 

事業費 一般財源 

2,076万9千円 2,076万9千円 
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事業費 一般財源 

395万5千円 395万5千円 



事業費 国 県 市債 一般財源 

6,257万円 3,555万円 300万円 2,010万円 392万円 

事業費 一般財源 

1億4,000万円 1億4,000万円 
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事業費 一般財源 

80万円 80万円 



事業費 市債 一般財源 

1,100万円 990万円 110万円 
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事業費 県 一般財源 

1,231万7千円 423万9千円 807万8千円 
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事業費 国 県 一般財源 

650万6千円 216万8千円 216万8千円 217万円 

事業費 国 県 一般財源 

1億9,788万1千円 9,616万7千円 4,808万3千円 5,363万1千円 

事業費 国 県 一般財源 

1,556万6千円 547万7千円 454万5千円 554万4千円 
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事業費 国 県 一般財源 

1億3,673万円 385万7千円 722万3千円 1億2,565万円 

事業費 国 一般財源 

210万7千円 105万3千円 105万4千円 

事業費 国 県 その他 一般財源 

478万8千円 184万3千円 92万1千円 110万3千円 92万1千円 



事業費 一般財源 

725万5千円 725万5千円 
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事業費 国 県 一般財源 

4億3,562万3千円 2億1,102万2千円 1億551万1千円 1億1,909万円 

事業費 一般財源 

95万6千円 95万6千円 



事業費 国 県 その他 一般財源 

1億6,014万3千円 3,985万5千円 3,985万5千円 4,057万7千円 3,985万6千円 

事業費 一般財源 

1,281万7千円 1,281万7千円 

事業費 市債 一般財源 

1,652万4千円 1,230万円 422万4千円 
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事業費 市債 一般財源 

1,610万3千円 1,610万円 3千円 

事業費 その他 

1,263万3千円 1,263万3千円 

事業費 市債 その他 一般財源 

5,124万9千円 370万円 4,295万2千円 459万7千円 
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事業費 その他 

2,473万5千円 2,473万5千円 

事業費 国 市債 その他 

4,013万8千円 1,413万8千円 1,060万円 1,540万円 

事業費 国 市債 その他 

5,783万5千円 2,500万円 2,250万円 1,033万5千円 



事業費 国 一般財源 

1,614万8千円 807万4千円 807万4千円 
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事業費 国 一般財源 

209万5千円 104万7千円 104万8千円 

事業費 国 その他 一般財源 

108万2千円 36万1千円 36万円 36万1千円 
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事業費 一般財源 

83万6千円 83万6千円 

事業費 一般財源 

600万円 600万円 

事業費 市債 その他 一般財源 

31億3,725万5千円 21億6,330万円 4億7,477万9千円 4億9,917万6千円 
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事業名 事業内容 事業費 担当課所 

宇高西筋線改良事業 
 高津小学校前から新田松神子線（昭

和通り）について、拡幅整備を行います。        
19,000 道路課 

都市公園整備事業 

 大生院校区に都市公園を整備すると

ともに、滝の宮公園のリニューアルに向

けた基本設計を行います。 

29,010 都市計画課 

汚水処理施設共同整備事業 
 共同処理施設（受入施設）及び汚泥

貯留ホッパーの建設を行います。 
71,400 

下水道 

管理課 

ものづくり産業情報発信事業 

 別子1号リニューアル過程の映像化と

テレビ放映による情報発信を行い、もの

づくりのまち新居浜を広くＰＲします。 

6,080 

産業振興課 

人材確保対策事業 

 ものづくり産業を中心に企業の就職情

報等を調査集約し、効果的に活用する

ことや職場見学会の開催などにより、人

材確保を図る体制を構築します。 

3,711 

工業用地造成事業 

 新居浜東港地区にある多喜浜野積場

を工業用地として整備を行い、企業誘

致を進めます。 

33,412 

高校生溶接技能甲子園開催 

 市内高校生の溶接技術の向上を図り、

工業の街新居浜を全国にＰＲするため、

溶接技能甲子園を開催します。 

4,600 

新居浜硝子のブランド化 
  「新居浜硝子」を新たなお土産として
ブランディングし、プロモーション活動や
今後の販路開拓に取り組みます。 

1,901 運輸観光課 
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事業名 事業内容 事業費 担当課所 

大島七福芋の販路拡大と 

ブランド化 

 大島の白芋の生産量の拡大や販路

開拓に向けた調査を行うとともに、七福

芋製品のマップの更新を行います。        

1,212 
運輸観光課 

農林水産課 

有害鳥獣農作物被害対策事業 

 電気柵や防護ネットの購入に対する支

援を行うとともに、煙火の取り扱い講習

の実施と煙火の配布を実施します。 

4,529 農林水産課 

子育て世代包括支援センター 

運営事業 

 子育て世代包括支援センターを設置

し、妊娠期から子育て期にわたり、切れ

目なくサポートを行います。 

15,566 

保健 

センター 産後ケア事業 

 産後の心身の不安定な時期に、育児

支援が必要な母子を対象に、医療機関

において育児サポートを行います。 

2,107 

一般不妊治療助成制度の 

拡 充 

 人工授精による一般不妊治療助成制

度の補助額等を拡充します。 

3,800 

（拡充分） 

地域子育て支援拠点 

一時預かり事業 

 子育て支援拠点で利用者ニーズに合

わせて子どもを預かることで、保護者の

負担軽減を図ります。 

6,506 
子育て 

支援課 

母子健康手帳ICT化推進事業 

 スマートフォン等で母子の健診の記録

を登録し管理を行い、市役所からの子

育てに役立つ情報を配信し提供します。 

1,228 情報政策課 

在宅医療・介護連携推進事業費 

 住み慣れた地域で自分らしい暮らしを

続けられるよう、在宅医療と介護サービ

スの一体的な提供に向けて、関係者の

連携を推進します。 

4,788 

介護福祉課 

地域リハビリテーション活動 

支援事業費 

 リハビリテーション専門職等を活用し、

介護予防事業等のアセスメント方法と

共通評価基準を定め、効果的な事業

実施、事業改善を行います。         

1,369 

手話通訳IoT推進費 

  聴覚障がい者が支所や自宅からタブ
レットやスマートフォンを使い、市役所内
の通訳オペレーターを通してやりとりが
できるサービスを開始します。 

956 地域福祉課 
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事業名 事業内容 事業費 担当課所 

多子世帯入学準備金支援事業 

 第3子以降の新入学予定者のいる世

帯にランドセルや学習机等の購入に使

用できるクーポン券をプレゼントします。 

12,817 

学校教育課 小学校空調設備整備事業 
 小学校16校の空調設備の整備に着

手します。 
16,524 

放課後児童クラブ対象年齢の 

拡 充 

 現在小学校低学年を対象として実施

している放課後児童クラブを高学年ま

で拡充します。 

39,903 

（拡充分） 

日暮別邸移築記念特別企画展 

の開催 

 10月の日暮別邸の移築を記念して、

特別企画展を開催します。 
24,735 文化振興課 

端出場水力発電所整備事業 
 旧端出場水力発電所の耐震化工事

を実施します。         
40,138 

別子銅山 

文化遺産課 

山田社宅整備促進事業 

住友化学㈱愛媛工場長宅について、

耐震化工事等を行うとともに、山田社宅 

保存活用計画の策定を行います。 

57,835 

市史編さん事業 
 「新居浜市史」の編さん事業を開始し、

資料の収集、調査・分析等を行います。 
12,633 図書館 

地籍調査事業 
（観音原地区） 

 総合運動公園構想の実現に向けて、

観音原地区の地籍調査に着手します。 
31,133 国土調査課 

市民体育館空調設備整備事業 
 災害発生時の主要な避難所となる市

民体育館へ空調設備を整備します。 
16,103 

スポーツ 

振興課 
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事業名 事業内容 事業費 担当課所 

学校スポーツトップアスリート事業

学校スポーツ活性化事業 

の拡充 

 トップアスリート事業の対象種目などを

増やし、競技力の向上を図るとともに高

校スポーツ強化指定校事業を拡充し、

学校スポーツの活性化を図ります。       

1,000 

（拡充分） 
スポーツ 

振興課 

新たな重量挙げ練習場の整備 
 東雲市民体育館の敷地内に新たな重

量挙げ練習場を整備します。      
4,122 

コミュニティＦＭの放送開始と 

ＦＭラジオの普及促進 

 災害発生時の情報伝達手段となるコ

ミュニティＦＭの本格放送を開始すると 

ともに、ＦＭラジオの購入を支援します。 

11,573 
秘書広報課 

防災安全課 

運転免許証自主返納の促進 

 運転経歴証明書の交付手数料及び

郵送料を市が負担することにより、高齢

者の運転免許証返納を促進します。 

836 防災安全課 

シティプロモーション推進費 

 移住・定住専用ポータルサイトの構築

やシティプロモーションマガジン（情報

誌）の作成・配布などを行います。         

16,148 

地方創生 

推進室 

転入者ウェルカム事業 

 転入者等を対象とした「新居浜いいと

こ実感ツアー」を定期的に開催するとと

もに、天空の湯の利用券などをプレゼン

トします。 

2,095 

お試し滞在推進費 

 本市への移住検討者に、本市での生

活を実際に体験してもらう機会を提供 

するため、旧国家公務員宿舎の2部屋

をお試し移住用住宅として、活用します。 

1,082 

婚姻・出生届記念品贈呈事業 
  婚姻・出生届を提出した市民にハロー

ニューロゴ入りの記念品を贈呈します。 
1,812 市民課 



30年度当初 29年度当初 増減額 増減率 

市民税 78億8,368万1千円 74億3,994万4千円 4億4,373万7千円 6.0％ 

個人 57億      81万4千円 56億8,023万8千円 2,057万6千円 0.4％ 

法人 21億8,286万7千円 17億5,970万6千円 4億2,316万1千円 24.0％ 

固定資産税 87億4,466万4千円 87億9,223万4千円 △4,757万      円 △0.5％ 

都市計画税 11億6,072万    円 11億7,840万3千円 △1,768万3千円 △1.5％ 

その他 11億8,285万5千円 11億9,411万1千円 △1,125万6千円 △0.9％ 

合 計 189億 7,192万    円 186億   469万2千円 3億6,722万8千円 2.0％ 
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30年度当初 29年度当初 増減額 増減率 

地方交付税 52億6,800万円 54億9,500万円 △2億2,700万円 △4.1％ 

普通 46億3,000万円 48億3,000万円 △2億             円 △4.1％ 

特別 6億3,800万円 6億6,500万円 △2,700万円 △4.1％ 

臨時財政対策債 18億9,000万円 20億            円 △1億1,000万円 △5.5％ 

合 計 71億5,800万円 74億9,500万円 △3億3,700万円 △4.5％ 

29 

※ 臨時財政対策債‥交付税総額が不足する場合、その不足額を国と地方で折半し、地方分について各団体で 
               地方債を発行して補てんしており、その地方債のことを臨時財政対策債と言います。  
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地方交付税 臨時財政対策債 



30年度当初 29年度当初 増減額 増減率 

市 債 51億3,460万円 53億3,200万円 △1億9,740万円 △3.7％ 
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30年度当初 
29年度当初 増減額 増減率 

構成比 

人件費 84億7,024万     円 17.4％ 82億3,471万     円 2億3,553万     円 2.9％ 

物件費 69億6,503万4千円 14.3％ 70億6,569万7千円 △1億     66万3千円 △1.4％ 

扶助費 123億3,670万6千円 25.3％ 120億7,837万     円 2億5,833万6千円 2.1％ 

繰出金 56億9,303万     円 11.7％ 59億9,382万3千円 △3億       79万3千円 △5.0％ 

公債費 44億   483万     円 9.0％ 44億6,412万8千円 △5,929万8千円 △1.3％ 

投資的経費 65億1,200万3千円 13.3％ 61億1,537万8千円 3億9,662万5千円 6.5％ 

補助 15億3,272万4千円 3.1％ 33億    992万9千円 △17億7,720万5千円 △53.7％ 

単独 49億7,927万9千円 10.2％ 28億  544万9千円 21億7,383万    円 77.5％ 

その他 44億     309万3千円 9.0％ 57億2,624万7千円 △13億2,315万4千円 △23.1％ 

合 計 487億8,493万6千円 100％ 496億7,835万3千円 △8億9,341万7千円 △1.8％ 
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30年度当初 
29年度当初 増減額 増減率 

構成比 

経 常 335億3,403万8千円 68.7％ 332億4,152万     円 2億 9,251万8千円 0.9％ 

施 策 87億3,889万5千円 17.9％ 103億2,145万5千円 △15億8,256万    円 △15.3％ 

公 共 15億3,272万4千円 3.1％ 33億    992万9千円 △17億7,720万5千円 △53.7％ 

単 独 49億4,927万9千円 10.2％ 27億7,544万9千円 21億7,383万     円 78.3％ 

災害復旧 3,000万     円 0.1％ 3,000万     円 - 0.0％ 

合 計 487億8,493万6千円 100％ 496億7,835万3千円 △8億9,341万7千円 △1.8％ 



30年度当初 29年度当初 増減額 増減率 

渡海船事業 1億8,996万5千円 1億9,576万9千円 △580万4千円 △3.0％ 

住宅新築資金等 
貸付事業 

683万4千円 884万3千円 △200万9千円 △22.7％ 

平尾墓園事業 2,745万7千円 3,037万3千円 △291万6千円 △9.6％ 

公共下水道事業 56億2,421万7千円 56億3,540万     円 △1,118万3千円 △0.2％ 

国民健康保険 
事業 

129億2,088万4千円 157億8,992万6千円 △28億6,904万2千円 △18.2％ 

介護保険事業 133億3,203万1千円 139億8,152万    円 △6億4,948万9千円 △4.6％ 

後期高齢者 
医療事業 

16億7,688万4千円 16億5,347万4千円 2,341万    円 1.4％ 

工業用地 

造成事業 
3億2,806万9千円 5億7,431万1千円 △2億4,624万2千円 △42.9％ 

合 計 341億    634万1千円 378億6,961万6千円 △37億6,327万5千円 △9.9％ 
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